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内閣官房行政効率化推進計画等の取組実績 

                  

１．公用車の効率化 

  （今後の取組計画） 

○ 交換時期の到来にあわせて、３台削減する。 

   交換時期の到来に合わせて削減していくこととする。（平成２４年度まで

に３台削減） 

  51台(15年 3月末) → 50台(15年度) → 50台(16年度) → 50台(17年度) 

 （▲１台） 

     ※平成 17 年度予算における削減効果  ▲15,120 千円 

 

○ 運転手については、原則退職後不補充の方針とし、補充を行う場合には、

再任用制度の活用を図るとともに、併せて非常勤職員による運用を行う

こととする。 

   運転手の退職後の補充については、再任用制度の活用を図るとともに非

常勤職員を採用するなどの措置をとることとしたい。（平成１７年度までの

間では運転手の退職予定なし） 

 

 

２．公共調達の効率化 

  （今後の取組計画） 

○ 適切な入札参加資格を設定するとともに適切な履行の確保に配慮しつ

つ、一般競争入札によることを原則とし、一般競争入札による調達の割

合を含めた一般競争入札の実施状況を毎年度公表する。 

   電子入札・開札システムの導入に伴い、平成１５年度の調達より一般競 

争入札の結果を公表しているところであるが、一般競争入札の割合を含め 

た実施状況については、平成１７年７月中に公表する 

 

○ 競争参加資格について、民間からの受注実績を過去の実績として適切に

評価する。 

競争参加資格申請書の中に民間受注実績も含めた受注実績の記載欄を

設けるなど既に実施してきており、引き続き推進していく。 

 

○ 調達物の仕様については必要最小限の性能・機能を定めるにとどめ、限

られた業者しか入札に参加できないことがないよう配慮する。 

   多くの業者が入札できるよう、入札品目を細分化するなどの配慮を引き

続き行う。 

16 年度の実績 〔資料８－①〕 
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○ 取引実例に係る市場調査をインターネットなどを活用して幅広く行い、

適切な予定価格の設定に努める。 

 予定価格の設定に当たって市場調査を行う際には、インターネット等を

利用するなど、引き続き適正な価格設定に努める。 

 

○ 随意契約による場合には、法令の定める要件に合致するのかどうかの確

認を適正に行う。 

   随意契約の理由については、法令の定める要件に合致するのか確認をし

ているところであるが、引き続き適正に行うこととする。 

 

○ 一定金額以上の随意契約案件について、契約相手方、金額、随契理由等

を整理し、引き続きホームページ上で公表する。 

   一定金額（１，６００万円）以上の随意契約案件については、ホームペ

ージ上（http://www.cas.go.jp/jp/cyoutatu/）で公表しているところであ

る。 

 

○ 予定価格等を公にすることが可能な調達案件については、一定金額以上

の案件の落札率を一覧にして公表する。 

予定価格等を公にすることが可能な調達案件を精査した上で、一定金額

以上の案件の落札率を一覧にして公表する。（平成１７年夏頃を予定） 

 

○ 参考見積りを徴取する場合には、原則として複数の業者から徴取すると

ともに、見積りの比較、取引実例との比較等により適正な予定価格の設

定に努める。 

   引き続き適正な予定価格の設定に努める。 

 

○ 再度入札を繰り返すことは可能な限り避け、落札者がいない場合には再

度公告入札を行うことを原則とする。 

   再度入札を繰り返すことは避け、再度入札公告を行うよう努める。 

 

○ 物品のリース契約等について、現行の単年度契約や購入による場合と比

較して合理性が認められる場合には、国庫債務負担行為による複数年契

約を行う。 

物品のリース契約等について、合理性が認められる場合には、国庫債務

負担行為による複数年契約の活用を検討することとしている。 
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○ 徹底した仕様の見直し・合理化によるコスト削減を引き続き図る。 

   必要最小限の性能・機能を定めつつ、今後ともコスト削減を図っていく。 

  （具体例：補佐以下の事務用椅子の規格を統一。） 

 

○ 事務用品等についてまとめ買いを更に推進する。 

   引き続きまとめ買いを推進し、極力入札による調達を行うこととする。 

 

○ 電話料金の割引制度を引き続き活用する。 

   電話料金については、今後とも割引制度のある契約を行うこととする。 

 

○ 電子入札・開札システムを引き続き活用する。 

   平成１５年度から実施しており、引き続き同システムを活用していくこ

ととする。 

 

○ 庁舎の光熱水費を削減するため、他の先進的事例を参考に、ＥＳＣＯ事

業導入の検討等を進める。 

   ＥＳＣＯ事業導入の可能性を判断するため、省エネルギー診断を行うこ

ととしている。 

 

 

４．電子政府関係の効率化 

  （今後の取組計画） 

○ 給与の完全全額振込化の更なる推進を図る。 

   職員の異動に合わせて協力を依頼するなど、平成１７年度末までに給与

の完全全額振込みが実施されるよう努力しているところである。 

 

○ 「人事・給与関係情報システム」を導入する。導入に際しては、実施す

る効率化措置等の目標を定めた合理化計画を策定する。 

   平成１６年６月に「人事・給与関係業務情報システム導入計画」を策定

し、同計画において、導入体制や導入対象を定めるとともに、平成１９年

度末までに導入することを決定したところである。現在、他府省との共同

利用を視野に入れて導入方法を検討しており、導入に際しては、効率化措

置等の目標を定めた合理化計画を策定することとしている。 

 

○ 物品調達、物品管理、謝金・諸手当等の業務・システムの最適化を図る。

導入に際しては、実施する効率化措置等の目標を定めた合理化計画を策

定する。 
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平成１６年７月に「共済業務・システム最適化計画」、同年９月に「物

品調達、物品管理、謝金・諸手当、補助金及び旅費の各業務・システム最

適化計画」が取りまとめられたところ、今後導入方法について検討し、導

入に際しては、効率化措置等の目標を定めた合理化計画を策定することと

している。 

 

○ 内閣官房内における各種申請（職員の海外渡航等）のオンライン化を進

める。 

各府省からの研修等の依頼による内閣官房各室への依頼及び回答につい

て、支障のないと認められるものからオンライン化を行っている。また、

様式を定めているものについても、オンライン化に向けた検討を行ってい

る。 

 

○ 閣議等により決定した法律案その他の重要な政策については、速やか

にこれをホームページ上に掲載し、積極的な広報に努める。 

法律案等について、速やかな情報掲載に努めている。 

 

○ 内閣官房内における国会情報その他の共有情報の電子化（掲示板の設

置）について検討する。 

国会日程その他の国会情報について、官房内ＬＡＮを利用して閲覧可能

となるよう、平成１６年１０月１日、掲示板を設置したところである。 

 

 

５．アウトソーシング 

  （今後の取組計画） 

○ 警備・清掃・設備維持管理等の庁舎管理業務の民間委託を引き続き推進

する。 

庁舎管理業務については民間委託を引き続き推進する。 

 

○ 公用車運転業務の民間委託を引き続き推進する。 

民間委託できるものについては引き続き推進していく。 

※平成 17 年度予算  67,377 千円 

 

○ 官邸ホームページの作成・管理、小泉内閣メールマガジンの運用・管理

等業務及び官邸メール受付システム運用等業務について、民間委託を推

進し、コンテンツ制作については委託業務を拡大する。 
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官邸ホームページの作成・管理業務等については、民間委託を行ってい

るところであり、引き続き推進していく。 

   ※平成17年度予算 748,689千円 

 

○ 新聞のスクラップ業務について、引き続き民間委託を推進する。 

新聞のスクラップ業務については、民間委託を行ってきたところである。   

※平成 17 年度予算 4,889 千円 

 

 

６．ＩＰ電話の導入 

  （今後の取組計画） 

○ ＩＰ電話については費用対効果や技術面での導入に向けた検討を行う。 

ＩＰ電話の導入に向けて、費用面・技術面の動向を踏まえながら、導入

時期について検討を行っているところである。 

 

９．出張旅費の効率化 

  （今後の取組計画） 

○ 出張により航空機を利用する際には、割引航空運賃を利用。  

   航空機を利用した出張の際には、割引のある航空運賃を利用するよう引

き続き指導していく。 

   （外国旅費） 

   201,243 千円(割引運賃適用前) → 171,417 千円(17 年度)  

※平成 17 年度予算における削減効果 ▲29,826 千円  

 

１０．交際費等の効率化 

   （今後の取組計画） 

○ 交際費については、部外者に対し、儀礼的、社交的な意味で支出すると

いう趣旨を徹底し、かつ、職務関連性を一層厳しく確認の上、使用する

ものとする。 

  交際費については、部外者に対し、儀礼的、社交的な意味で支出すると

いう趣旨を徹底するなど、使用範囲を精査しているところであり、今後も

経費節減に努める。 

 

○ 職員に対する福利厚生について、共済組合と連携して、民間との均衡を

考慮しつつ、引き続き適切な水準とするよう努める。 

   引き続き、適切な水準となるよう努める。 
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１１．その他 

  （今後の取組計画） 

○ 印刷物配布先を精査することにより印刷部数の適正化を図る。 

印刷物配布先を精査し、印刷部数の適正化を図り、引き続き、経費節減

に努める。 

 

○ 両面コピーの一層の推進等による紙の減量化について、数値目標を設定

するなどして推進する。 

   数値目標を設定することについて、現在データ整理中である。 

 

○ 業務分担の見直しにより超過勤務の縮減を図る。 

   業務分担の見直し等については現在行っているところである。 

 

○ 書籍・雑誌等の購入部数について、最小限度化を図る。 

   書籍、雑誌の購入部数については最小限度化を図り、引き続き、経費節

減に努める。 

 

○ 国会に提出する白書類の提出方法の見直しにより効率化を図る。 

昨年度まで二分冊で作成・提出を行ってきた計１３白書について、関係

機関と調整を行った結果、平成１７年度より一冊にまとめて提出すること

とした。 

 

 


